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要旨 
 

  

住宅数は世帯数を上回り、住宅の空き家はこれらの差が拡大するに従って増加する傾向

が続いている。住宅の空き家は、主に賃貸用空き家とその他空き家である。住宅数に占め

る空き家の割合（空き家率）も上昇しているが、都道府県間の差は拡大しており、その他空

き家率でも同様である。 

空き家の種類構成比に基づく地域類型は、5 種類と評価された。うち、主要な 3 種類は賃

貸用空き家とその他空き家の構成比が都市の大小や過疎地域か否かに特徴付けられると

解釈された。また、その他空き家率は、東日本より西日本で高い傾向にあり、大都市圏以外

の地域で、世帯増減率、住宅数に占める古い住宅の割合が影響している可能性が評価され

た。さらに、破損・腐朽ありの空き家は、ほとんどの都道府県で増加しており、空き家対策が

喫緊の課題である。この課題に対応するため、空き家対策の条例等の制定や空家等対策

計画を策定した市区町村は全国で過半に達し、地域的な偏りは確認されなかった。 

空家特措法の施行により、市区町村で空き家調査が進んでいるが、全国的な空き家の実

態を把握する上で、統一した基準に基づく調査が求められる。また、代執行等による除却な

どの対症療法だけではなく、新築規制や既存建物の除却費積立制度など、社会構造の変

化に対応可能な空き家対策の方向性を打ち出す必要があろう。 

 

はじめに 

本レポートは、増加し続ける空き家と、

それをめぐる諸課題に対し、政策、管理、

金融支援の視点から現状と課題を検討す

る連載の第 2 回目である。 

今回は、総務省『住宅・土地統計調査』

（以下、「住調」という。）で明らかとな

る住宅の空き家に焦点を絞り、住宅数に

占める空き家の割合（以下、「空き家率」

という。）や、空き家の種類構成比の分布

とその要因などを分析する。 

さらに、空家等の対策に関する条例等

の制定状況、「空家等対策の推進に関する

特別措置法（以下、「空家特措法」という。）」

に基づく空家等対策計画の策定状況、代

執行等の実施状況を市区町村別に取りま

とめ、空き家対策の実施状況を把握する。 

なお、空き家に関する法律上・統計上

の定義は、本連載の第 1 回目（『金融市場

2017 年 11 月号』の拙稿）を参照されたい。

また、住調は全数調査ではなく標本調査

であるため、公表された数値が標本誤差

を含むことに留意する必要がある。特に、

市区町村単位の分析結果を解釈する上で

留意する必要がある。 

 

全国の空き家数の推移とその地域差 

１．増加する住宅数、世帯数、空き家数 

日本は、2000 年代に人口減少社会へ突

入しているが、現在も世帯数は増加し続
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けている（図表 1）。世帯数の増加は住宅

需要を高め、住宅数（住宅ストック）を

増加させている。 

もっとも、住宅数は 1978 年の調査で世

帯数とほぼ一致したが、それ以降、住宅

数が世帯数を上回っている。間取りや居

住面積などといった住宅の質を無視すれ

ば、約30年前に住宅の需給は均衡に達し、

それ以降、住宅供給は過剰な状態になっ

たと言える。 

図表 1 の棒グラフは、住調の定義に従

い、空き家を『二次的住宅（以下、「別荘

等空き家」という。）』、『賃貸用の住宅（以

下、「賃貸用空き家」という。）』、『売却用

の住宅（以下、「売却用空き家」という。）、

『その他の住宅（以下、「その他空き家」

という。）』の 4 種類に区分したものであ

る。これら 4 種類の合計である空き家数

は、住宅数と世帯数との差が拡大するに

従って増加する傾向が続いている。 

この内訳をみると、賃貸用空き家が空

き家の過半を占めること、次に多いその

他空き家を合わせると、空き家の 9 割を

占めることが特徴である。 

賃貸用空き家は、近年の相続税対策に

伴う賃貸住宅の供給増加で、賃貸用空き

家のさらなる増加が懸念されるため、こ

の動向を詳細に分析する必要がある。た

だし、需給調整を担う流通在庫も必要と

考えれば、どの程度の空室状態まで許容

できるかは、地理的条件だけでなく、賃

貸住宅経営にも踏み込んだ分析が必要と

なるため、本レポートの詳細な分析の対

象から除外することとする。 

他方で、売却や賃貸に該当しないその

他空き家は、空家特措法における特定空

家等（注 1）の予備軍に該当する可能性が

あるため、後段で改めて議論する。 

（注 1）「特定空家等」とは、空家特措法に基づき、

空家等（建築物又はこれに附属する工作物であっ

て居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定

着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公

共団体が所有し、又は管理するものを除く。）のう

ち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態、著しく衛生上有害とな

るおそれのある状態、適切な管理が行われていな

いことにより著しく景観を損なっている状態、そ

の他周辺の生活環境の保全を図るために放置する

ことが不適切である状態、に当てはまるものをい

う。 

 

1,565 1,834 2,336 2,619
3,520 3,675 4,127 4,292977

1,252
1,310

1,488
1,825

2,118
2,681 3,184

2 ,679
3 ,302

3 ,940
4 ,476

5 ,764
6 ,593

7 ,568
8 ,19635,451

38,607
42,007

45,879
50,246

53,891
57,586

60,629

35,101 
37,286 39,875 

42,879 
45,881 

48,565 
50,997 

52,849 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013

（千戸、千世帯）（千戸）

（年）

図表1 全国の住宅数、世帯数、空き家数の推移

←その他空き家 ←別荘等空き家 ←売却用空き家

←賃貸用空き家 →住宅数 →世帯数

（資料）総務省『国勢調査』、同『住宅・土地統計調査』より作成

（注1）各年の世帯数は、前後に実施された国勢調査の世帯数から線形補完により算出した。

（注2）1998年以前の売却用の住宅数は、賃貸用の住宅に含まれる。



２．上昇する空き家率、都道府

県間の差は拡大 

図表 2 は、空き家率の全国

値を折れ線で示し、47 都道府

県の空き家率の範囲を、ひげ

を用いて表現したものである。 

空き家率は、空き家数の増

加ペースが住宅総数の増加ペ

ースを上回っており、上昇し

続けていることがわかる。 

また、各都道府県の空き家

率は、全体的に上昇しながら

も、その差が都道府県間で拡

大している。その理由は、空

き家の種類構成が都道府県間で異なるこ

とや、震災等の特殊事情による理由を挙

げることができる。 

例えば、2013 年の空き家率の上位 2 県

は山梨県（22.1％）と長野県（19.8％）

であるが、ともに 4～5％は別荘等空き家

で占めており、社会的な課題として取り

上げられる「空き家問題」とは一線を画

す状況である。 

また、2013 年の空き家率の最下位は宮

城県（9.7％）であるが、東日本大震災の

被災者が賃貸住宅に仮設住宅と同じ扱い

で住まう「みなし仮設」の影響等で、賃

貸用空き家が他の都道府県に比べ大きく

減少したという、一時的な要因も見られ

た。ちなみに、岩手県、福島県でも同様

の動きがみられた。 

３．市区町村によって異なる空き家率の種

類別構成 

図表 2 で確認される空き家率の地域差

を明らかにするため、若林（2016）によ

る空き家の都道府県別類型化を参考にし、

市区町村別で各都道府県の住宅数に占め

る空き家率の種類別構成を求め、クラス

ター分析（階層クラスター、Ward 法、平

方ユークリッド距離）により分類して結

果の解釈を行った（図表 3）。 

結果、市区町村は 5 つに分類され、空

き家の種類別構成比、および 5 分類を地

図化した図表4に基づき、「大都市型」、「中
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図表2 全国の空き家率の推移

（資料）総務省『住宅・土地統計調査』より作成

（注）折れ線は全国値、ひげの上限と下限は、それぞれ都道府

県の最高値と最低値を示す。

（単位：市区町村、％）

分類番号：名称
該当市区町村

（n=1271)
別荘等空き

家
賃貸用空き家 売却用空き家 その他空き家

1：大都市型 649 0.4 7.7 0.5 4.4
2：中小都市型 479 1.2 3.8 0.3 8.0
3：過疎地域型 120 1.0 2.8 0.2 15.5
4：別荘地型 4 40.9 2.5 0.2 5.6
5：分譲住宅地型 19 2.3 6.3 2.7 4.9
（資料）総務省「住宅・土地統計調査」に基づき筆者作成

（注）政令指定都市は、行政区で分割して分析した。各分類の数値は、それぞれ該当する市区町村の平均値である。

図表3　空き家の種類別構成比に基づく市区町村の分類一覧



小都市型」、「過疎地域型」、「別荘地型」、

「分譲住宅地型」と称することにした。 

「大都市型」は、最も多くの市区町村

が該当し、賃貸用空き家がその他空き家

よりも多く、比較的世帯数の多い都市に

当てはまる傾向がある。 

「中小都市型」は、「大都市型」に比べ

当てはまる市区町村数は減り、賃貸用空

き家よりもその他空き家が多いのが特徴

である。 

「過疎地域型」は、120 の市区町村が該

当し、その他空き家の割合が全分類の中

で一番高いのが特徴である。また、西日

本に分布がやや偏っており、その他空き

家が他の市区町村に比べ、目立つ地域と

考えられる。 

「別荘地型」は、栃木県那須町、山梨

県北杜市、長野県軽井沢町、同茅野市の 4

つの市町が当てはまる。別荘等空き家が

住宅の4割を占め、特殊な地域といえる。 

1：⼤都市型

2：中⼩都市型

3：過疎地域型

4：別荘地型

5：分譲住宅地型

⾮掲載町村

都道府県
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（資料）総務省「住宅・⼟地統計調査」、ESRIジャパン「全国市区町村界データ」より作成

(C) ESRI Japan

図表4 空き家の種類構成⽐に基づく市区町村の分類（2013年） 



「分譲住宅地型」は、売却用空き家の

割合が他の分類より高く、比較的大規模

な分譲住宅が売却待ちとなっている市区

町村といえる。これは、調査時点で売却

待ちの住宅が多かったという特殊事情に

よるものと考えられる。 

以上、5 分類の中身を図表 3、4 に基づ

いて解釈したが、「別荘地型」と「分譲住

宅地型」が特殊なケースであることを踏

まえると、世帯数やその他の地理的条件

によって、空き家の種類別構成に違いが

みられ、地域ごとに対処しなければなら

ない課題が異なることを指摘できる。空

家特措法では、空家等の対策を推進する

立場は市町村と定め、国や都道府県は市

町村の取組みを支援するという立場であ

り、諸条件によって空き家の種類別構成

比が異なるという本分析結果は、市町村

が対策の中心的立場であるという考え方

と整合的である。 

なお、図表 4 の非掲載町村は、住調で

実態を明らかにすることはできなかった

が、同町村の分布をみる限り、過疎地域

や都市周辺地域が多く、主な空き家がそ

の他の住宅であると考えられ、空き家の

利用が進んでいなければ「過疎地域型」

に分類される可能性が高い。 

 

その他空き家の経年変化と地域分布 

１．その他空き家率の推移 

ここでは、特定空家等の予備軍と考え

られるその他空き家の実態を、住調の結

果から把握する。 

住宅数に占めるその他空き家の割合

（以下、「その他空き家率」という。）は、

全国でみると上昇基調が続いている（図

表 5）。 

しかし、47 都道府県で上昇がみられる

空き家率（図表 2）とは異なり、その他空

き家率は、2013 年の最高値が 1993 年の

1.5 倍に達する一方、最低値は 1993 年の

水準まで低下している。実際、その他空

き家数の経年変化を都道府県別に確認す

ると、東京都のみ 2013 年に減少し、他の

46 道府県はほぼ一貫して増加している。 

ちなみに、その他空き家率の上位と下

位それぞれ 2 都道府県に注目すると、下

位は鹿児島県と高知県、上位は東京都と

神奈川県であった。 

２．その他空き家率の分布とその要因 

図表 6 は、その他空き家率を市区町村

単位で示し、値の高い順に 25％ごとに区

分したものである。なお、図表 4 と

同様に住調で非掲載となった町村は

灰色で示している。 

結果、上位 25％の市区町村は、東

日本よりも西日本に多く、また、東

日本でも大都市周辺部や中小都市で

みられる地域パターンが確認された。 

こうした空間パターンを説明する

要因を定量的に評価するため、地理

的加重回帰分析（Geographically 

Weighted Regression。以下、「GWR」

という。）を行った（図表 7）。この
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図表5 その他空き家率の経年推移

（資料）総務省『住宅・土地統計調査』より作成

（注）折れ線のひげの上限と下限は、それぞれ都道府県

の最高値と最低値を示す。
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分析は、市区町村ごとに

回帰式を推定し、その地

区ごとの回帰係数を求

める手法で、地理的条件

の差異を踏まえた分析

となるものである。 

用いた被説明変数は、

その他空き家率（1271

市区町村）である。説明

変数は、若林（2016）を

参考にしながら、2015

年の国勢調査から人口

増減率（2010～2015 年）、

世帯増減率（2010～2015

年）、2013 年の住調から

老朽住宅率（住宅数に占

める 1970 年以前の住宅

の割合）とした。 

先に結果を述べると、

その他空き家率は、老朽

住宅率と世帯増減率で

概ね説明されること、三

大都市圏や東北地方な

どでは、老朽住宅率、世

帯増減率以外の要素を

考慮する必要があるこ

とがわかった。 

以下に、大まかな分析

手順と経過を示す。地理

的加重回帰分析に先立

ち、説明変数の組み合わ

せを検定し、世帯増減率

と老朽住宅率の組み合

わせが妥当と判断され

たため、説明変数として

採用した。なお、空間的

自己相関分析（Moran I）

で 得 ら れ た 残 差 は

⾮掲載町村
都道府県
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KM

100
KM
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KM

（資料）総務省「住宅・⼟地統計調査」、ESRIジャパン「全国市区町村界データ」より作成

(C) ESRI Japan

図表6 各市区町村の住宅数に占めるその他空き家の割合
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Clustered で、投入変数の追加・変更を推

奨する結果であった。今回は、前述の説

明変数とその他空き家率との関連を分析

するにとどめるため、GWR を実施した。 

GWR のモデルの当てはまりの良さを表

す調整済み R2（決定係数）は 0.78 で、こ

の結果は強く否定されない。 

また、市区町村ごとの回帰モデルの当

てはまり度合いをしめす Local R2（局所

決定係数）は図表 7 に示す結果を得た。

主に、東京、中京、大阪の三大都市圏で

特に低い値を示し、東北地方でやや低い

値となったほかは、全体的に高い値を示

し、モデルの当てはまりが良好であった。

すなわち、低い値であった地域では、別

の要因を検討し、説明変数を追加・変更

すべきであることが示唆された。 

３．破損・腐朽のある住宅の増減 

その他空き家が特定空家等の予備軍に

なる可能性は前段で指摘した通りだが、

修繕等により管理されている空き家より

も、管理不全とみられる破損・腐朽があ

る空き家の方が特定空家等へ移行するま

でに要する期間は短くなると考えられる。 

そこで、2008 年以降の住調で得られる

「破損・腐朽あり」の空き家数を都道府

県別で比較し、より差し迫った対策を要

する空き家が増加している都道府県はど

こであるかを分析した（図表 8）。 

なお、ここでいう破損・腐朽ありとは、

建物の主要部分やその他の部分に不具合

があるものを指す（例えば、外壁がとこ

ろどころ落ちていたり、壁や基礎の一部

にひびが入っていたり、かわらが一部は

ずれているものや、雨どいが破損してひ

さしの一部が取れている場合など。以上、

住調の定義を引用）。住調では、家庭生活

を営むことができないような「廃屋」は、

調査の対象外としており、特定空家等に

該当する可能性の高い住宅は、統計上把

握されていない場合があるといえる。 

まず、はじめに破損・腐朽ありに区分

された住宅のうち賃貸用空き家の増減率

に注目すると、東日本大震災の被災県で

ある岩手県、宮城県、福島県での減少は

見られるものの、35 の都道府県では増加

している。 

次に、その他空き家の増減率に注目す

ると、東京都、滋賀県、岡山県を除く道

府県で増加しており、特定空家等に指定
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（％） 図表8 破損・腐朽ありの空き家増減率（08→13年）
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（資料）総務省「住宅・土地統計調査」より作成



されかねない住宅は、多くの地域で増加

していることが確認できる。 

賃貸用・その他空き家に比べ空き家数

の少ない別荘等・売却用空き家を加味し

た全体の増減でみると、42 の都道府県で

増加、滋賀県と岡山県で変わらず、宮城

県、福島県、千葉県で減少となった。破

損・腐朽ありの空き家が全国的に増加し

ていると言え、空き家に対する対策は喫

緊の課題であることが確認された。 

 

空家等の対策状況 

これまで定量的に把握した実態に対し、

全国の地方自治体ではどこまで制度整備

が進んでいるかを把握する必要がある。

そこで、空家特措法に基づく地方自治体

の対応状況や地方自治体の条例制定や代

執行等の状況を明らかにする。 

１．条例等制定および空家等対策計画の策

定状況 

西山（2016）など多くの識者が指摘す

るとおり、行政による空き家対策は、条

都道府県

100

KM

100

KM

100

KM

（資料）国⼟交通省「空家等対策の推進に関する特別措置法の施⾏状況等について（平成29年3⽉31⽇時点）」、
   条例Webアーカイブデータベース、由井ほか（2016）『都市の空家問題 なぜ？どうする？』、
   ESRIジャパン「全国市区町村界データ」より作成
（注）本地図は、すべての条例等を網羅できていない可能性があるため、その点ご留意いただきたい。
   ここでいう空き家対策は、空家等の定義、所有者による空家等の管理義務、代執⾏等の条件明⽰、
   または空家等対策にかかる協議会の設置や運営にかかる条例、規則、告⽰、訓令、要領、要綱等を指す。

(C) ESRI Japan

図表9 市区町村の空き家対策の条例等制定および空家等対策計画の策定状況

空家等対策計画

空家等対策にかかる
条例等の有無

あり

なし

2017年3⽉31⽇
までに策定済み
の市区町村

※東京都⻘ヶ島村、
 同⼩笠原村では
 該当なし。



例が先行した。そして、空家特措法が施

行されたことで、市区町村は空家等対策

計画の策定を求められると同時に、必要

に応じて条例等の制定や改廃を実施した。 

図表 9 は、こうした空家等対策計画と

空き家対策にかかる条例、規則、告示、

訓令、要領、要綱等（以下、「条例等」と

いう。）の有無を地図化したものである。 

空き家対策の条例等は、西山（2016）

が収集した2015年 4月時点の条例一覧と、

『条例 Web アーカイブデータベース』

（http://jorei.slis.doshisha.ac.jp、

1741 中 1739 自治体の 127 万例規）に掲載

のある2017年 7月時点のデータから、「空

き家」「空家等」の検索キーワードで取得

した条例等に基づくものである。なお、

空き家の利活用にかかる条項のみの条例

等は、空き家対策から除外した。また、

条例等の廃止やデータベースに掲載のな

い条例等の確認作業は行っていない。あ

くまでも、図表 9 は全国的な傾向を把握

するために示すものである。 

西山（2016）によれば、条例化が先行

した地域は日本海側の自治体で、積雪に

よる倒壊の危険や、落雪等が近隣住民の

安全な生活を脅かす可能性があるため、

代執行等の要件を明示する必要に迫られ

た結果と指摘している。しかし、空き家

問題が日本社会全体の問題と認識される

ようになったこともあり、現時点では条

例等の制定に地域的な偏りは見られない。 

一方、空家等対策計画の策定状況は、

国土交通省より公表されており、2017 年

3月 31日時点で20.5％の市区町村で空家

等対策計画が策定済み、2018 年 3 月末ま

でに 51.2％が策定見込みとのことである。 

条例等の制定や空家等対策計画の策定

は現在も進行中のため、空き家率などの

データとの比較検討は全体的な傾向把握

にとどめるが、その他空き家を中心に空

き家に何らかの問題を抱える地域では、

制度的な対応も比較的迅速である印象を

持っている。ちなみに、1,741 市区町村

（1,718 市町村に東京 23 区を加えた数）

のうち 896（約半数）で空き家対策条例等

の制定、または空家等対策計画の策定が

確認された。 

２．代執行・略式代執行の実績 

図表 10 は、2016 年 4 月 1 日から 2017

年 3月 31日までに特定空家等に対し代執

行もしくは略式代執行が講じられた実績

を地図化したものである。 

全国で代執行は 10 件、略式代執行は 23

件と、現時点で多寡を評価できないもの

の、代執行や略式代執行が講じられてい

る地域に大きな偏りはないといえる。 

特に、特定空家等の所有者等を確知で

きなかった場合に措置が講じられる略式

代執行は、都市への人口流出等で相続の

手続きが手薄になりがちな農村地域に偏

る可能性も考えられたが、都市でも多く

見られた点が特徴である。 

 

望まれる空き家対策の方向性 

１．市区町村調査で統一の空き家基準を 

住調で把握可能な空き家は居住可能な

住宅のみで、社会的な課題である管理不

全な空き家、空き店舗や空き地までを網

羅していない。そのため、本レポートで

示した空き家の種類別構成の地域分布は、

空き家実態の一側面を捉えたに過ぎない。 

空家特措法の施行により、市区町村で

は、自地域内空き家や空き店舗を詳細に

把握する動きが散見される。空き家対策

を講ずる上で実態把握は第一に求められ

ることであるが、市区町村で情報の精度



にばらつきがあり、住調のように統一的

な把握が困難な側面もある。全国的な動

向を把握する上で、空き家と判断する基

準を統一化し、市区町村独自の基準を付

加することが望まれるのではなかろうか。 

２．新築規制や除却費積立制度等が必要 

新築を求めがちな住宅取得希望者の行動

やそれを支える諸制度の継続、2018 年を境

にした世帯数の減少予測など、今後も空き

家が増加する可能性は高い。当面、行政は

空家等の適切な管理を所有者へ求めるとと

もに特定空家等の除却に努めることとなる

が、この対症療法だけでは、人的資源や財

源不足に直面し、いずれこの問題に対峙で

きなくなるであろう。 

今後の空き家対策では、新築規制や既存

建物の除却費積立制度など、社会構造の変

化に対応した政策や制度が必要である。 

   （次回に続く） 
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図表10 特定空家等に対する代執⾏・略式代執⾏の実績（2016年4⽉1⽇以降）
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 同⼩笠原村では
 該当なし。

100
KM

10
 5
 
 1




